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午前９時 00 分開会 

○議長（山下 壽君）  おはようございます。ただ今から、平成２４年第１回川南町議会定例会を

開会します。これから本日の会議を開きます。本日の議事日程は、お手元にお配りしてあるとおり

であります。 

 日程第１ 「諸般の報告」 

を行います。前回の議会から本日までの主な事柄については、お手元にお配りしました別紙のと

おりでありますが、さる２月 21 日宮崎市において宮崎県町村議会議長会定期総会が開催され、

平成２４年度宮崎県町村議会議長会事業計画並びに予算等について、原案のとおり決定され

ましたので報告します。なお、例月出納検査等の結果については、報告は、お手元に配布して

あるとおりであります。以上で報告を終わります。 

 日程第２ 「会期の決定について」 

を議題とします。お諮りします。本定例会の会期は、本日から１９日までの１５日間としたいと思い

ますが、これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 異議なしと認めます。したがって、会期は、本日から１９日までの１５日間に決定しました。 

 日程第３ 「会議録署名議員の指名」 

を行います。本定例会の会議録署名議員は、会議規則第１１８条の規定によって、【濱本 義

則】君及び【川上 昇】君を指名します。 

 日程第４ 「町政運営方針について」 

町長から町政運営方針について所信表明を求めます。 

○町長(日髙 昭彦君)  おはようございます。本日ここに、平成２４年第１回川南町議会定例会

の開催にあたり、町政運営に対する私の所信を申し上げます。 

 昨年４月に町政をお預かりして、１年を迎えようとしております。その間、本日に至るまで、議員

各位をはじめ町民の皆様に御理解と御協力をいただき、深く感謝申し上げます。 

 「できることから始める。」をモットーに、目の前にある課題を一つ一つ解決していくことを使命と

してまいりました。重要課題を先送りしない「決断する町政」「住民と向き合える町政」を目指す決

意を新たにしているところでございます。 

 これまで、一昨年の口蹄疫から「復興」を合言葉に、畜産だけではなく全ての産業が元気を取り

戻すために、「新生川南町」の実現を町民総力戦で取り組んできているところでございます。 

 川南町は、平成２５年２月１１日に町制施行６０周年を迎えます。今まで積み上げられた歴史の

上に、更に新しい付加価値をプラスする「温故創新元年」と位置づけ、川南町の更なる発展のた

め、全力で取り組む所存であります。 

 さて、我が国は、「大震災からの復旧・復興」「原発事故との戦い」「日本経済の再生」という３つ

の最優先課題に直面しております。また、一方で３１年ぶりの貿易赤字に陥るなど、依然として先
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行き不透明な状態であります。 

 本町におきましては、口蹄疫の影響による税収の落ち込み等により、これまで以上に厳しい財

政状況になることが予想されていますが、町政を立ち止らせる訳にはいきません。今こそ「地域の

底力、川南の底力」を発揮するときであります。平成２４年度は、まさにその第一歩となる節目の

年であります。 

 我々地方自治体は、末端行政ではなく直接住民の皆様と接するという意味において、最先端

行政であると認識しております。これからは、地方自治の本旨であります「地域のことは地域で決

める。」を実践し、活気に満ち溢れた地域づくりを目指す必要があります。まちづくりの主役は住

民の皆様であり、「みんなが主役」との認識の下、これまで先人たちが築きあげたこの川南町を各

界各層の方々でそれぞれの役割を担い、互いに協力し、連携してまちづくりを進めていくことが

最も重要であると考えております。 

 そのために、まず「隗（かい）より始めよ。」役場の職員自らが議論し合える集団となること、戦え

る集団となることから始めて、特色のある「日本一のまちづくり」を目指したいと考えております。 

 「ゼロ予算事業」の１つとして、昨年から１職員１アイデアを募ったところ、３００余りの提案が集ま

りました。初めての試みであり、スタートするには、まだまだ時間がかかるかもしれませんが、すぐ

に結果を求めるのではなく、考え続けることが肝要であると信じています。提案は、単発で終わる

ものではなく、その都度進化していくものです。また、そうなっていくことを強く願っています。 

 「チームかわみなみ」は、同じ人間の集まりではありません。違う人間が、同じ目的のために頑張

るチームです。違いを認め合い、対立や不満のエネルギーを価値創造のエネルギーヘ変換でき

るチームです。そんなチームとともに、川南町が持っている地域の宝を創意工夫でより輝かせ、

川南町独自のスタイルを考えたいと思います。口で言うほど簡単ではないことは承知しております

が、あきらめない限り終わりではないと信じております。 

 次に、主要施策であります。平成２３年度からの１０年間を目標年次としている第５次長期総合

計画では、「活かす」「育てる」「安らぐ」を基本理念に「自然と調和した輝くまち新生かわみなみ」

を将来像に掲げています。この将来像実現のため、定めている５つの基本目標にそって、平成２

４年度の主な施策を御説明いたします。 

 まず、第１は、「豊かな自然と共生する安全・安心なまちづくり」に関する施策であります。 

 昨年の東日本大震災により、改めて災害への備え、防災の重要性が認識されています。このよ

うな大きな災害では、警察、消防などの「公助」の手がすぐに被災した現場に届くとは限りません。

地域は地域で守る「共助」が非常に重要であり、その主体となる組織が自主防災組織であります。

本町でも地域の皆様の御尽力により、新たに２つの地域で自主防災組織が結成され、既に結成

されています通浜地区と合わせて３つの地域で組織が結成されました。 

 この取り組みを全域的に展開させ、災害に強いまちづくりを地域の皆様と力を合わせて行って

まいりたいと考えています。 
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 また、昨年から整備をしています要援護者支援台帳システムの導入が完了し、災害時の要援

護者支援体制のためのデータ化が図られるところであります。新年度につきましては、津波を想

定しましたハザードマップの作成、防災計画の見直しを行って、更に防災体制の強化を行ってい

きます。 

 一方、エネルギー問題としては、東京電力福島第一原子力発電所の事故により、改めて原子

力エネルギー利用のあり方が問題となっており、再生可能エネルギーヘの転換が世界的に加速

しています。本町としましては、恵まれた自然環境を活かした太陽光、バイオマスなどの環境に配

慮したエネルギーについて模索していきたいと考えています。 

 平成２０年から運行していますフロンティアバスについては、ニーズに十分応えられておらず、

利用者が減尐傾向にあります。今後の高齢化の進展により交通弱者の増加が予想され、ニーズ

に即した効率的な公共交通が求められています。そのため、フロンティアバスの運行形態につい

て、見直しに向けた実証運行を行い、本町に適した公共交通の実現を目指していきます。 

 第２は、「地域の特性・資源を活かした輝くまちづくり」であります。 

 口蹄疫からの経営を再開した畜産農家は約５７％で、復興はまだまだ道半ばであります。経営

を再開する畜産農家を支援し、家畜の導入を促すとともに、再び口蹄疫などの家畜の特定疾病

を発生させない、安心して畜産を営むことのできる「特定疾病のない地域づくり」を推進していき

ます。 

 口蹄疫は、畜産以外の様々な産業にも影響を与えました。そのため、露地園芸などの基盤強

化、住宅リフォーム助成による町内経済活性化、各産業の融資における利子補給制度などによ

り、口蹄疫からの復興を図っていきます。 

 農業生産基盤整備については、平成２４年度に国営尾鈴畑地かんがい事業の主要施設であ

る切原ダムの試験湛水が終わり、いよいよ本格的な水利用が可能となります。これまで畑作営農

の振興を大きな柱として位置づけ、推進しており、営農にあわせた水利用で品質、生産量の向

上を目指し、産地形成を図ってまいります。ＴＰＰ参加問題に代表される農業の国際化、原油高

騰、後継者不足、農業所得の減尐など、農業を取り巻く課題はさまざまですが、自給率向上を目

指す日本の食糧基地として、強い農業を推進していきます｡ 

 漁業の振興につきましては、引き続き漁港の整備に努めるとともに、商工業との連携、６次産業

化について検討してまいります。 

 昨年から取り組んでおりますスポーツランド構想につきましては、平成 24 年度中に高森近隣公

園、屋根付き多目的運動場及び東地区運動公園の整備を予定しています。町民の皆様の健康

増進、憩いの場となることはもちろんのこと、スポーツキャンプ、合宿、大会等の誘致に大いに活

用できるものと考えています。 

 第３は、「健康でいきいきと暮らせるまちづくり」であります。平成２２年の国勢調査では、人口１７，

００９人、高齢化率 26.4％でありましたが、１０年後の３２年には、人口１５，５００人、高齢化率３
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５％と予想されています。 

 高齢化の進展とサービスの高度化などにより、医療費及び介護保険給付は、年々増加してい

ます。持続可能な社会保障制度を目指して、国では、社会保障と税の一体改革に取り組んでい

ますが、不安定な政治情勢のため、なかなか進んでいない状況にあります。 

 町としましては、「自らの健康は自ら守る」という一人一人の取り組みが、健康寿命を延ばし、結

果的に医療・介護の社会保障制度の健全化に寄与することから、これまで以上に健（検）診、訪

問指導、健康教室などの充実に努めてまいります。 

 第４は、「生きる力を育む人づくり、まち文化づくり」であります。誰もが心身ともに健康でいきい

きと暮らすことができるよう、スポーツの振興及び文化活動の推進に努めてまいります。また、次

世代を担う子どもたちの「生きる力」を育むため、学校教育及び子育て環境の向上に努めていき

ます。 

学校給食に地元農水産物を使用する地産地消の取り組みや、地域と学校の連携、開拓史学習

のふるさと教育により「川南を愛する子ども」を育ててまいります。 

 読書は、子どもたちの言葉、感性、情緒、表現力などを啓発するとともに、人として生きる力を

育むために欠くことができないものであります。そのため、図書館と学校図書室の連携を図り、子

どもたちの読書習慣強化に努めてまいります。 

 地域活動につきましては、防犯、防災、環境など地域における課題が多様化する中で、より安

全に安心して生活できるまちづくりのため、地域コミュニティの活動が重要性を増しています。本

町におきましては、これまで各分館が地域住民の福祉の向上や地域コミュニティの醸成に大きな

役割を担っていいただいていますが、先述のとおり、東日本大震災の発生で、更に強固な地域

コミュニティが求められています。そのため、分館活動に対する支援の強化を行い、地域コミュニ

ティの充実を図ってまいります。 

 第５は、「みんなで創るまちづくり」であります。国の公的債務残高は１，０００兆円を超え、ギリシ

ャの財政危機に端を発した欧州信用不安などのため、日本の財政に対する信用が揺らいでいま

す。国の財政再建は不可避であり、財源の多くを地方交付税及び補助金に依存する本町財政

への影響が懸念されています。 

 これまで取り組んできた行財政改革により、かなりの成果が出ていますが、行財政改革は、不

断に続けなければならない取り組みです。第５次行政改革大綱を見直し、行動計画の策定を行

って、更なる改革を進めていきます。 

 民営化につきましては、以前より町立保育所の民営化を推進していますが、平成２５年度に予

定しています野田原保育所の民営化に向けて取り組んでいきます。また、斎場事業につきまして

は、本町及び都農町にあっては都農川南葬斎センターで、西都市、高鍋町、新富町及び木城

町にあっては西都児湯環境整備事務組合で行っていますが、それぞれの施設の老朽化により

更新時期を迎えています。今後は、西都児湯１市５町で西都児湯環境整備事務組合の事業とし
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て行うことで、効率的な運営を目指していきます。 

 最後に、以前実施しましたアンケート調査によりますと、町民の約４分の３の方々が、川南町に

愛着を感じており、このまま住み続けたいと感じておられます。その魅力は、「自然環境の豊かさ」

「人情味・連帯感」であるようです。我々は、この大好きな川南を守らなければなりません。この

「誇れるふるさと」を未来に引き継いでいかなければなりません。そのために私は、真に川南のた

めになることを、どこまでも粘り強く訴え続けてまいります。 

 今年は、川南町にとっても、私にとっても正念場です。試練を乗り越えた先に必ずや「希望と誇

りのある川南」の光が見えるはずです。 

 この町は、今を生きる私たちだけのものではありません。未来に向かって永遠の時間を生きてい

く将来の世代もまた、私たちが守るべき「町民」です。この町を築き、守り、繁栄に導いた先人たち

は、町の行く未に深く思いを寄せてきました。私たちは、長い長い「歴史のたすき」をつなぎ、次の

世代へと渡していかなければなりません。 

 議員各位におかれましては、町政を推進する両輪として、町政運営に格別の御理解と御支援

を賜りますようお願い申し上げまして、私の所信とさせていただきます。 

○議長(山下 壽君)  以上で、町政運営方針について所信表明を終わります。 

 日程第 ５ 議案第 １号 「川南町の事務所の位置を定める条例を定めるについて」 

 日程第 ６ 議案第 ２号 「川南町営住宅管理条例の一部改正について」 

 日程第 ７ 議案第 ３号 「川南町ふるさと総合文化公園の設置及び管理に関する条例の一 

                  部改正について」 

 日程第 ８ 議案第 ４号 「川南町公民館条例の一部改正について」 

 日程第 ９ 議案第 ５号 「川南町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関 

                  する条例の一部改正について」 

 以上、５議案を一括議題とします。朗読は省略します。本議案について、提案理由の説明を求

めます。 

○町長(日髙 昭彦君)  議案第１号から議案第５号につきまして、その提案理由を御説明申し

上げます。 

 議案第１号は、地方自治法第４条第１項で、地方公共団体は、その事務所の位置を条例で定

めることとなっておりますが、本町は定めておりませんでしたので、その規定により事務所の位置

を定めるものでございます。 

 続きまして、議案第２号から第５号までにつきましては、昨年｢地域の自主性及び自立性を高め

るための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律(平成２３年法律第１０５号)｣が

公布、施行された事に伴い、関係する条例の整備を行うものでございます。 

 議案第２号は、公営住宅法の一部改正が行われ、入居者資格の同居親族要件が廃止されま

すので現行の公営住宅法の同居親族要件を引き続き存続させるため川南町営住宅管理条例
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の一部改正をするものでございます。 

 次に、議案第３号は、図書館法が改正され、図書館協議会委員の任命基準を自治体の条例

に委任することとなったため、第１３条の２項に追加するものでございます。 

 次に、議案第４号は、公民館運営審議会委員の任命を自治体の条例に委任することとなりまし

たが、平成１１年の地方分権一括法（地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する

法律）による社会教育法の改正で、公民館運営審議会の必置規定が廃止されておりますことを

受け、本町では公民館運営審議会の代替組織、区長・分館長会が機能していることから、第４条

を削除するものでございます。 

 次に、議案第５号は、議案第４号の改正に伴い、別表第１に掲げる公民館運営審議会を削除

するとともに、昨年６月にスポーツ振興法が全部改正され、スポーツ基本法となり、体育指導員の

呼称がスポーツ推進員に改められましたことを受け、条例を整備するものでございます。 

 以上５議案、御提案申し上げますので、よろしく御審議の上、御決定いただきますようお願いい

たします。 

○議長(山下 壽君)  以上で提案理由の説明を終わります。 

 日程第１０ 議案第 ６号 「川南町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について」 

 日程第１１ 議案第 ７号 「川南町税条例の一部改正について」 

 日程第１２ 議案第 ８号 「川南町重度障害者医療費助成に関する条例の一部改正につい 

                  て」 

 日程第１３ 議案第 ９号 「川南町介護保険条例の一部改正について」 

 以上、４議案を一括議題とします。朗読は省略します。本議案について、提案理由の説明を求

めます。 

○町長(日髙 昭彦君)  議案第６号から議案第９号につきまして、その提案理由を御説明申し

上げます。 

 議案第６号は、第１条で見出しを「目的」から「趣旨」に変更し、第８条は、参照する規則名誤り

のため、訂正するものでございます。第２０条は、「部分休業の承認」について、勤務時間等条例

第９条は「休日」の規定でありましたので、第１４条の「特別休暇」に改正し、その他の条文は、そ

れぞれ字句等を削除するものでございます。 

 次に、議案第７号は、地方税法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第１１８号・第１２０

号）地方税法施行令の一部を改正する政令（平成２３年政令第３８６号・第参九弐号）及び地方

税法施行規則の一部を改正する省令（平成２３年総務省令第１５６号・第１６１号）が、それぞれ

昨年１２月 2 日及び１２月１４日に公布、同日施行されましたので、これに併せて関連します川南

町税条例の一部を改正するものでございます。 

 次に、議案第８号は、障害者自立支援法の改正に伴う、条例の一部を改正するものでございま

す。 
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 次に、議案第９号は、平成２４年度から平成２６年度までの各年度における第１号披保険者の

保険料を改正するため、条例の一部を改正するものでございます。 

 以上４議案、詳細につきましてはそれぞれ担当課長に補足を説明させますのでよろしく御審議

の上、御決定いただきますようお願いいたします。 

○議長(山下 壽君)  補足説明があればこれを許します。 

○税務課長(永友 好典君)  議案第７号につきまして、その補足説明を申し上げます。今回の

改正は、法人税の減税に伴いまして、川南町税条例第９５条、たばこ税の税率及び附則第１６条

の２、同じくたばこ税の税率でございますが、それぞれ１，０００本につき４，６１８円が５，２６２円に、

２，１９０円が２，４９５円へ増額されるというもので、平成２５年４月１日以降分より適用されものであ

ります。 

 附則第９条町民税の分離課税（退職手当等）に係る所得割の額の特例等については、平成２

４年１２月３１日支給分までは従前の例によるが、平成２５年１月１日以降の支給分についてはこ

の条を廃止するものであります。 

 附則第２２条東日本大震災に係る雑損控除額等の特例の改正については、川南町民におい

て直接的には該当しないというように思われますけれども、項の見直しと語句の訂正が主で、今

回の改正で２項、４項の部分が法律に格上げされ、地方税法附則第４４条第３項と合体した形で

まとめられたのに伴い、削除されましたために、３項５項をそれぞれ繰り上げるものであります。 

 附則第２５条の追加は、東日本大震災からの復興に関し、地方公共団体が実施する防災のた

めの施策に必要な財源確保のため、平成２６年度から平成３５年度までの間、従来の町民税均

等割額（３，０００円）に５００円を加算するものであります。 

 以上で補足説明を終わります。 

○健康福祉課長(佐藤 弘君)  それでは、議案第８号及び議案第９号につきまして、その補足

説明を申し上げます。まず、議案第８号ですが、この議案は平成２４年からの障害者自立支援法

の改正に伴う、宮崎県の重度障害者医療費公費負担事業費補助金交付要綱の改正により、本

条第３条の１号中、下線の部分を改め、助成対象区分の見直しを行うものでございます。 

 具体的に他市町村の障害者施設の入所者、いわゆる住所地特例対象者が満１８歳を境に助

成対象外とされていた者について、改正によりいずれも住所地特例として本町の助成対象者と

なるものでございます。 

 また、同じく３条２行目の「次の各号」を「次に」に、１号の「川南町」を「町内」に条文の修正する

ものでございます。 

 次に議案第９号ですが、この議案は、平成２４年度から平成２６年度を計画期間とし、策定いた

しました、第５期介護保険事業計画に基づき改正を行うものです。 

 介護保険制度はその発足以来、制度の定着・また高齢者人口の増加に相まって、その利用

度・給付費は確実に右肩上がりを続けていて、今後もその傾向は継続することが予想され、それ
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に伴う保険料の一定の上昇は避けられず、今回３年間の第１号被保険者の保険料を第２条で改

めるものです。 

 段階ごとに年額、第１段階「２４，９００円」を「２５，０００円」、第２段階「２４，９００円」を「２５，０００

円」、第３段階「３７，３００円」を「３７，５００円」、第４段階「４９，８００円」を「５０，０００円」、第５段階

「６２，２００円」を「６２，５００円」、第６段階「７４，７００円」を「７５，０００円」に改正するものでありま

す。なお、１ページをお願いいたします。実際の保険料年額は、附則第３条に規定していますよう

に第１段階「２５，８００円」、第２段階「２５，８００円」、第３段階「３８，７００円」、第４段階「５１，６００

円」、第５段階「６４，５００円」、第６段階「７７，４００円」、また、介護保険法施行令附則第 15 条第

１項及び第２項に規定するもの（第４段階軽減者）につきましては、「４２，８００円」となります。 

 基準額で月額２００円、年額２，４００円の上昇となります。 

 以上で補足説明を終わります。 

○議長(山下 壽君)  以上で提案理由の説明並びに補足説明が終わります。 

 日程第１４ 議案第１０号 「平成２３年度川南町一般会計補正予算（第６号）」 

 日程第１５ 議案第１１号 「平成２３年度川南町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３ 

                  号）」 

 日程第１６ 議案第１２号 「平成２３年度川南町漁業集落排水事業特別会計補正予算（第１ 

                  号）」 

 日程第１７ 議案第１３号 「平成２３年度川南町営農飲雑用水事業特別会計補正予算（第１ 

                  号）」 

 日程第１８ 議案第１４号 「平成２３年度川南町下水道事業特別会計補正予算（第２号）」 

 日程第１９ 議案第１５号 「平成２３年度川南町介護保険特別会計補正予算（第３号）」 

 日程第２０ 議案第１６号 「平成２３年度川南町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３ 

                  号）」 

 日程第２１ 議案第１７号 「平成 23 年度川南町水道事業会計補正予算（第２号）」 

 以上、８議案を一括議題とします。朗読は省略します。本、８議案について、提案理由の説明を

求めます。 

○町長(日髙 昭彦君)  議案第１０号から議案第１７号につきまして、その提案理由を御説明申

し上げます。 

 議案第１０号は、歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ７，６０６万４,000 円を追加し、予

算の総額を歳入歳出それぞれ６９億４，８７５万９，０００円にするとともに、繰越明許費を設定し、

地方債の変更を行うものでございます。 

 それでは、その主なものにつきまして、歳入から順を追って御説明申し上げます。 

 まず、歳入でありますが、配当割交付金は４０万６，０００円、地方特例交付金は４８４万２，０００

円を計上しました。地方交付税は、１２月交付分の特別交付税分 1 億２５７１万９，０００円を計上
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しました。分担金及び負担金は、２７２万７，０００円の減額で、県営土地改良事業分担金を３６５

万２，０００円増額し、保育所保護者負担金７０２万３，０００円の減額が主なものです。使用料及

び手数料は、文化ホール使用料を増額し、温泉施設使用料、農村センター使用料などを減額

するものでございます。国庫支出金は、６，００７万６，０００円の減額で、主なものは、障害福祉サ

ービス費６１１万１，０００円、子ども手当負担金４，３５０万円などを減額計上いたしました。県支出

金は、１，０１０万８，０００円の増額で、障害福祉サービス費を３０５万５，０００円、保育所運営費

負担金３６８万２，０００千円、子ども手当負担金６００万円、国保保険基盤安定負担金５１１万６，

０００円、緊急雇用創出事業５０３万４,０００円などを減額し、畜産経営再開支援推進事業３，５１５

万８，０００円などを計上しました。財産収入は、土地売払収入を、寄付金は、１７６万円の増額で、

一般寄附金４０万７，０００円、ふるさと納税分１３５万３，０００円を計上しました。繰入金は、１，５７

５万４，０００円の減額で川南町復興対策基金繰入金を減額するものでございます。諸収入は、３

３５万９,０００円の増額で、主なものは、がん検診受診者負担金２８４万９，０００円を減額し、過年

度精算金５４１万１，０００円を計上しました。町債は、宮崎県営尾鈴北第１地区負担金の財源と

して８８０万円を借り入れるものでございます。 

 次に、歳出について、御説明申し上げます。議会費は、議員期末手当及び退職年金分を減額

するものでございます。総務費は、２億２，９２３万６，０００円の増額で、土地購入費６８０万円、財

政調整基金積立金２億２，４４３万５，０００円の計上が主なものでございます。民生費は、１億１，

３７４万７，０００円の減額で、国民健康保険事業特別会計繰出金１，１１８万２，０００円、老人ホー

ム入所措置費６００万円、障害福祉サービス費１，６５４万２，０００円、私立保育園等委託料１，５

４６万６，０００円、子ども手当５，６００万円の減額計上でございます。衛生費は、３，１８７万３，００

０円の減額で、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業１，６４０万円、がん検診委託料８００万

円などの減額が主なものでございます。労働費は、緊急雇用創出事業を減額しました。農林水

産業費は、１，４４４万４，０００円の増額で、川南町優良家畜導入事業補助金５，０００万円を減

額し、川南町畜産経営再開支援推進事業５，２７３万８，０００円、宮崎県営尾鈴北第１地区負担

金１，６８４万３，０００円などを増額するものでございます。商工費は、東児湯職業訓練校負担金

１７万３，０００円計上し、温泉施設費９５万円を減額しました。土木費は、１，４６１万８，０００円の

減額で、年度内の完成が見込まれないため、東九州自動車道建設工事負担金を１，０００万円、

下水道事業特別会計練出金４６１万８，０００円を減額するものです。消防費は、３３７万円の増額

で、費用弁償を１００万円減額し、東児湯消防組合負担金２１２万４，０００円、消火栓改修負担

金２００万３，０００円などを増額するものでございます。教育費は、１５０万８，０００円の減額で、社

会教育総務費や施設管理費の施行残を減額しております。公債費は、平成２２年度に借入れし

ました町償の利率確定に伴い減額をしました。 

 次に、第２表繰越明許費について、御説明申し上げます。まちづくり交付金事業は、都市計画

公園事業の事業計画変更作業(高森近隣公園の事業認可)に日数を要し、川南町畜産経営再
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開支援推進事業は、国の口蹄疫畜産再生基金事業の見直しにより、平成２４年に実施予定であ

った同事業が認められなくなり、県単事業で実施をすることとなり、年度内に完成することが困難

であることから、翌年度に繰り越して事業が実施できるよう、議会の議決をお願いするものでござ

います。第３表地方債補正は、県営事業負担金の限度額の変更を行うものでございます。 

  次に、議案第１１号は、歳入歳出それぞれ７，８９２万７，０００円を追加し、歳入歳出予算の総

額を２７億４，３９２万７，０００円とするものでございます。 

 歳入では、国民健康保険税３，８８３万１，０００円、国庫支出金 831 万５，０００円、療養給付費

交付金１，８９２万７，０００円、共同事業交付金２，１３４万３，０００円、諸収入６７０万円をそれぞれ

増額し、県支出金４２０万７，０００円、繰入金１，１１８万１，０００円を減額するものでございます。 

 歳出では、保険給付費９，７３８万９，０００円、諸支出金１２５万４，０００円を増額し、共同事業

拠出金１，９７１万６，０００円を減額するものでございます。 

 次に、議案第１２号は、歳入歳出予算の総額から、それぞれ７０万円を減額し、歳入歳出予算

の総額を２，３２３万１，０００円とするものでございます。 

 歳入では、繰越金９５万５，０００円を計上し、一般会計繰入金１６５万５，０００円を減額いたしま

した。 

 歳出では、漁業集落排水施設整備事業費７０万円を減額するものでございます。 

 次に、議案第１３号は、歳入歳出予算総額９２７万２，０００円について増減はございません。 

 歳入については、前年度からの繰越金１１１万１，０００円を計上し、使用料３０万円と一般会計

繰入金８１万１，０００円を、それぞれ減額いたしました。 

 次に、議案第１４号は、歳入歳出の予算の総額から、それぞれ２０７万２，０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を１億２，５２９万４，０００円とするものでございます。 

 歳入では、分担金及び負担金５６万５，０００円、使用料及び手数料１８８万円を増額し、一般

会計繰入金４６１万８，０００円を減額いたしました。 

 歳出では、下水道事業費２０７万２，０００円を減額いたしました。 

 次に、議案第１５号は、歳入歳出をそれぞれ５，１３２万３，０００円減額し、歳入歳出の予算の総

額をそれぞれ１２億４９２万７，０００円とするものでございます。 

 歳入につきましては、保険料２６万９，０００円、分担金及び負担金２４万６，０００円、国庫支出

金１，６２０万５，０００円、支払基金交付金１，９３７万３，０００円、県支出金１，０１９万５，０００円、

及び繰入金５１０万５，０００円をそれぞれ減額し、使用料及び手数料４万６，０００円、諸収入 2万

４，０００円をそれぞれ増額するものでございます。 

 歳出につきましては、保険給付費４，２４０万円、基金積立金１，２１４万９，０００円、地域支援事

業費９５万円をそれぞれ減額し、総務費４１７万６，０００円を追加計上するものです。総務費の増

額は介護保険制度改正システム改修事業費委託料５５６万２，０００円の計上が主なものでござ

います。 
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 次に、議案第１６号は、歳入歳出それぞれ２１０万４千円を減額し、歳入歳出予算の総額を 1億

３，２９４万３，０００円とするものでございます。 

 歳入の主なものは、繰入金１９１万４，０００円を減額し、歳出の主なものは、後期高齢者広域連

合納付金１８４万４，０００円を減額するものでございます。 

 次に、議案第１７号は、収益的収入１款１項の営業収益１７５万６，０００円を減額し、収入の総

額を３億５，１９４万９，０００円。収益的支出では、１款１項の営業費用７７３万９，０００円と３項特

別損失３４万８，０００円をそれぞれ増額し、支出の総額を３億１，６３８万円とするものでございま

す。 

 資本的収入について、１款２項の負担金２１９万円を増額し、資本的収入の総額を５，２１９万２，

０００円とするものでございます。 

 次に、予算第６条で定めていました、職員給与費を２４万６，０００円増額し、総額を４，３９２万２，

０００円に改めるものでございます。 

 以上８議案、詳細につきましてはそれぞれ担当課長に補足を説明させますので、よろしく御審

議の上、御決定いただきますようお願いいたします。 

○議長(山下 壽君)  しばらく休憩します。１０分間休憩します。 

午前９時５６分休憩 

午前１０時０６分開会 

○議長(山下 壽君)  会議を再開します。休憩前に引き続き、会議を続行します。補足説明が

あればこれを許します。 

○総務課長(吉田 一二六君)  議案第１０号の歳入及び総務課に関連します歳出について、

その補足説明を申し上げます。１ページをお願いいたします。今回、７，６０６万４，０００円を追加

して、総額が６９億４，８７５万９，０００円となり、前年同時期予算に比べ金額で、５億９，６８２万９，

０００円、率にしまして７．９％の減となりました。これは、前年度予算が国の経済対策や子ども手

当の創設及び、口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ対策等により増額となったためでございます。

１１～１２ページをお願いします。４款１項１目配当割交付金、及び８款１項１目地方特例交付金

は、見込み計上でございます。９款１項１目地方交付税は、１２月交付までの特別交付税１億２，

５７１万９，０００円を計上いたしました。特別交付税のうち、今回、口蹄疫関連分として、１億２８７

万９，０００円が交付されております。１１款の分担金及び負担金から１９ページの１４款の県支出

金は、事業費の決定や見込み等により増減をするものでございます。２１～２２ページをお願いし

ます。１６款１項寄附金は、一般寄附金５件分、４０７，０００円、ふるさと納税分としまして６件分、１

３５万３，０００円を計上しております。１７款２項３目１節川南町復興対策基金繰入金１，５７５万４，

０００円の減額は、川南町畜産経営再開支援推進事業に５９１万２，０００円を繰り入れし、川南町

優良家畜導入事業１，６６６万６，０００円、川南町家畜特定疾病清浄化支援対策事業５００万円

の繰り入れを減額するものでございます。２３～２４ページをお願いします。１９款５項３目１節雑入
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は、がん検診受診者負担金２８４万９，０００円を減額し、都農川南葬斎センター負担金１２０万９，

０００円、西都児湯環境整備事務組合負担金２５９万２，０００円、保育所運営費国・県負担金５７

万円などの過年度精算金５４１万１，０００円を計上しております。２０款町債は、宮崎県営尾鈴北

第１地区負担金の財源として８８０万円を借り入れするものでございます。なお、各歳入項目で、

歳出と関連する部分につきましては、それぞれ関係所管課等があわせて説明いたします。２５～

２６ページをお願いします。２款１項５目１７節公有財産購入費に６８０万円を計上いたしました。こ

れは、平成１２年度に、やまびこハイキングパークの駐車場用地として、日向営林署官舎跡地（９，

６８５．７５平米）ですが、跡地を土地開発基金で先行取得しておりましたが、当時の需要計画書

のとおり、事業の進展が見られないため、基金財産から買戻しをさせていただきまして、普通財

産に振り替えるものでございます。２５節積立金として、財政調整基金に２億２，４４３万５，０００円、

ふるさと振興基金に１２９万３，０００円、６目企画費の川南町復興対策基金に４３万７，０００円を

計上しました。２７～２８ページをお願いします。２款４項１０目漁業調整委員会委員選挙費は、無

投票となりまして、減額をするものでございます。４１～４２ページをお願いします。９款１項２目１９

節負担金補助及び交付金２００万３，０００円は、消火栓設置（２カ所）及び改修（３カ所）を行うも

のでございます。以上で、補足説明を終わります。 

○健康福祉課長(佐藤 弘君)  それでは、議案第１０号健康福祉課関係につきまして、その補

足説明を申し上げます。２９、３０ページをお願いします。３款１項社会福祉費中、３目老人福祉

費７４１万４，０００円の減額は、実績見込み及び確定による減額計上であります。３１、３２ページ

４目介護保険費５１０万３，０００円は介護保険事業特別会計予算の補正に伴う繰出金の減額で

ございます。５目障害福祉費１，５６６万２，０００円も実績見込みによる減額で、主なものは障害福

祉サービス費１，６５４万２，０００円の減額でございます。３款２項児童福祉費、２目児童措置費中、

１３節委託料の１，５４６万６，０００円は、私立保育園等の委託料の実績見込みによる減額であり

ます。２０節の扶助費５，６００万円の減額は子ども手当の分で実績見込みによる減額であります。

３３、３４ぺージをお願いいたします。４款１項２目予防費１，６８７万９，０００円の減額の主なものは、

子宮頸がんワクチン接種緊急促進事業委託料１，６４０万円の減で、実績見込みによるものであ

ります。３目健康増進事業費９４７万円の減額の主なものは、委託料のがん検診委託料８００万円

の減額で、いずれも当初見込みより検診受診者の実績見込みが減尐されるためでございます。

以上で、補足説明を終わります。 

○町民課長(黒木 秀一君)  続きまして、議案第１０号町民課関係につきまして、その補足説

明を申し上げます。２９、３０ページをお願いします。３款１項１目２８節操出金１，１１８万２，０００円

の減額は、保険基盤安定分８３８万２，０００円と出産育児一時金１０人分２８０万円を減額計上い

たしました。３１、３２ページをお願いします。３款１項６目１９節負担金補助及び交付金７３万３，０

００円の減額は、宮崎県後期高齢者医療広域連合会からの変更通知により、共通経費負担金を

８１万９，０００円減額し、療養給付費負担金を８万６，０００円増額し、計上いたしました。28 節繰
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出金 191 万４，０００円の減額は、宮崎県後期高齢者医療広域連合からの変更通知により、基盤

安定繰出金を減額計上いたしました。３５、３６ぺージをお願いいたします。５款１項１目４節共済

費６１万７，０００円、７節賃金３８７万３，０００円の減額は、特定健診受診アップ事業として保健セ

ンターに看護師２名を雇用する予定で、ハローワークを通して募集を行いましたが、応募者がな

かったため減額するものでございます。以上で、補足説明を終わります。 

○環境対策課長(三角 博君)  議案第１０号環境対策課関係につきまして、その補足説明を

申し上げます。３３～３４ページをお願いします。４款１項４目１９節負担金補助及び交付金１８４

万９，０００円の減額は、都農川南葬斎センター施設の委託料が大幅に減額となったことによるも

のです。続きまして、３５～３６ページをお願いします。４款２項１目１３節委託料中、142 万円の減

額は、ごみ袋作成の入札残によるものです。以上で、補足説明を終わります。 

○農林水産課長(押川 義光君)  議案第１０号農林水産課関係につきまして、補足説明を申

し上げます。３７、３８ページをお願いいたします。６款１項５目園芸振興費１９節負担金補助及び

交付金１０８万６，０００円の減額は、園芸産地基盤強化緊急整備事業の内容変更に伴い、一部

事業を他の事業で実施したことによるものです。６目畜産業費 1９節負担金補助及び交付金中、

優良家畜導入事業補助金５，０００万円の減額は、家畜導入農家数及び導入頭数減によるもの

です。また、家畜特定疾病清浄化支援対策事業５００万円の減額は、この事業を単年度精算払

いとして支出することになったため、減額するものです。同じく、畜産経営再開支援推進事業補

助金５，２７３万８，０００円の増額は、第２表繰越明許費の説明でもありましたとおり、国の基金事

業見直しを受けて、県の補助事業として豚尿処理施設を整備することとなったため、計上いたし

ました。また、家畜疾病経営維持資金融通事業利子補給補助金は、１５件の資金融通に対し補

助するものです。９目農業振興地域整備促進費１３節委託料１００万円の減額は、本年度製本し

完了する予定でありました、新たな農業振興地域整備計画書が、東日本大震災等を考慮し、一

部再見直しをすることとなったため減額するものです。以上で補足説明を終わります。 

○町民課長(黒木 秀一君)  次に、議案第１１号につきまして、その補足説明をいたします。８

～９ページをお願いします。まず、歳入の主なものからですが、１款１項１目一般被保険者国民

健康保険税２，０３２万円、２目退職被保険者等国民健康保険税１，８５１万１，０００円は、それぞ

れ実績見込みにより増額計上いたしました。１０～１１ページをお願いします。４款国庫支出金１

項１目療養給付費等負担金８３４万２，０００円の増額は、交付決定によるものであります。続きま

して、１２、１３ページをお願いいたします。５款１項１目療養給付費交付金１，８９２万７，０００円の

増額は、現年度分が交付決定による４３万９，０００円の減額と、過年度分が平成２２年度退職者

医療交付金の追加交付決定による１，９３６万６，０００円の増額によるものです。７款２項２目都道

府県調整交付金４３４万円の減額は、交付申請の変更によるものです。１４、１５ページをお願い

いたします。８款１項１目高額医療費共同事業交付金８６２万８千円の増額、２目保険財政共同

安定化事業交付金１，２７１万５，０００円の増額は、交付金額の確定によるものであります。１０款
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１項１目一般会計繰入金１，１１８万１，０００円の減額は、保険基盤安定繰入金が交付決定によ

る８３８万２，０００円減額と、その他繰入金が出生数の見込み減による出産育児一時金２８０万円

の減額によるものです。１２款４項５目雑入６７０万円の増額は、老人保健拠出金の還付金が主な

ものです。 

 次に歳出ですが、１６、１７ページをお願いします。２款１項１目一般被保険者療養給付費６，５

８１万２，０００円、２目退職被保険者等療養給付費４８３万４，０００円、３目一般被保険者療養費

２８４万５，０００円、５目審査支払手数料２０万円、２項１目一般被保険者高額療養費２，１８０万３，

０００円、２目２項退職被保険者等高額療養費１８９万５，０００円の増額は、それぞれ医療費の増

額による不足が見込まれますので、追加計上いたしました。１８、１９ページをお願いします。７款

１項１目高額医療費拠出金５７万８，０００円、４目保険財政共同安定化事業拠出金１，９１３万８，

０００円の減額は、拠出金が確定したものによるものであります。２０、２１ページをお願いします。１

１款１項３目償還金１２５万４，０００円は、平成２２年度特定健診・保健指導国庫及び県費負担金

の超過交付分の返還金です。以上で補足説明を終わります。 

○上下水道課長(新倉 好雄君)  議案第１７号につきまして、補足説明を申し上げます。２ペー

ジをお願いいたします。収益的収入、１款１項営業収益の１７５万６，０００円の減額は、受託工事

収益と他会計負担金の減によるものです。収益的支出の１款１項営業費用７７３万９，０００円の

増額は、主に浄水場設備の固定資産減耗除却によるものであります。３項の特別損失３４万８，０

００円は、過年度修正損で平成１７年度分の不能欠損であります。資本的収入、１款２項負担金

の２１９万円の増額は、伊倉浜自然公園内給水管更新工事と、消火栓更新工事の他会計負担

金でございます。以上で補足説明を終わります。 

○議長(山下 壽君)  以上で提案理由の説明並びに補足説明を終わります。 

 日程第２２ 議案第１８号 「平成２４年度川南町一般会計予算」 

 日程第２３ 議案第１９号 「平成２４年度川南町国民健康保険事業特別会計予算」 

 日程第２４ 議案第２０号 「平成２４年度川南町漁業集落排水事業特別会計予算」 

 日程第２５ 議案第２１号 「平成２４年度川南町営農飲雑用水事業特別会計予算」 

 日程第２６ 議案第２２号 「平成２４年度川南町下水道事業特別会計予算」 

 日程第２７ 議案第２３号 「平成２４年度川南町介護認定審査会特別会計予算」 

 日程第２８ 議案第２４号 「平成２4 年度川南町介護保険特別会計予算」 

 日程第２９ 議案第２５号 「平成２４年度川南町後期高齢者医療特別会計予算」 

 日程第３０ 議案第２６号 「平成２４年度川南町水道事業会計予算」 

 以上、９議案を一括議題とします。朗読は省略します。本、９議案について、提案理由の説明を

求めます。 

○町長(日髙 昭彦君)  それでは、議案第１８号から議案第２６号につきまして、その提案理由

を御説明申し上げます。 
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 議案第１８号でございますが、国は東日本大震災からの復興、経済分野のフロンティア開拓、

分厚い中間層の復活、農林漁業の再生、エネルギー・環境政策の再設計の５つの重点分野を

中心に、日本再生に全力で取り組み、あわせて、地域主権改革を確実に推進するとともに、既

存予算の不断の見直しを行うこととしております。地方財政は、地方税収入や地方交付税の国

税収入が緩やかに回復することが見込まれる一方で、社会保障関係費の自然増や公債費が高

い水準で推移することなどにより、財源不足が見込まれております。このため、地方財政への対

応に当たっては、「平成２４年度予算の概算要求組み換え基準について」（平成２３年９月２０日

閣議決定）に基づき、通常収支分と東日本大震災分を区分して整理することとし、通常収支分

については、財政運営戦略に沿って、社会保障関係経費の自然増や地域経済の基盤強化など

に対応する財源を含め、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額を平成２３

年度地方財政計画と実質的に同水準となるよう確保することを基本として対応することとされてお

ります。一方、本町においては、長引く景気の低迷に加え、平成２２年度に発生した口蹄疫や鳥

インフルエンザが、本町財政や地域経済に大きな影響を及ぼしていることから、その復興対策費

などで、従前よりも厳しい財政運営を強いられることが見込まれます。このような状況の中、本町

の平成２４年度当初予算編成にあたっては、第５次川南町長期総合計画を軸に、基本計画・実

施計画・行政改革大綱に基づき、前例にとらわれることなく、制度として定められた事業や全額

補助の事業を除き、緊急性・必要性を踏まえ、優先度に応じて予算配分をすることとしました。こ

のようなことから、平成２４年度の歳入歳出予算の総額は、６２億６，６００万円となり、平成２３年度

当初予算（骨格予算）に比べ２．４％の増となりました。 

 それでは、第１表歳入歳出予算から順次御説明申し上げます。町税は、１３億３，７５３万９，００

０円の計上で、年尐扶養控除の廃止等により町民税の増収が見込まれ、前年度比２．６％の増と

なっております。地方譲与税は、１億２，４４４万円の計上、利子割交付金は、１８２万９，０００円、

配当割交付金を７８万６，０００円、株式等譲渡所得割交付金は、３７万８，０００円を計上しました。

地方消費税交付金は、１億４，８１４万６，０００円の計上で、１４．４％の増、自動車取得税交付金

は、１，４９６万１，０００円の計上で、２８．９％の減額となっております。地方特例交付金は、２，０２

７万２，０００円の計上で、年尐扶養控除の廃止に伴い、地方税が増収となることから、２０．５％の

減額計上でございます。地方交付税は、２．８％増の２４億３，５９７万７，０００円を計上しました。

交通安全対策特別交付金は、２９２万２，０００円、分担金及び負担金は、1 億３３３万６，０００円

で１．８％の減、使用料及び手数料は、１億１，７８０万１，０００円を計上しました。国庫支出金は、

５億１３４万円の計上で、子ども手当負担金及び地方道路交付金事業等の減額により、１６．７％

の減となりました。県支出金は、５億２８万９，０００円計上で、前年度事業のふるさと雇用創出事

業の廃止や緊急雇用創出事業等の減額により６．６％の減額計上でございます。財産収入は、９

１０万５，０００円計上しました。繰入金は、２億７１万円の計上で、７．９％の減となっております。こ

れは、当初予算で財政調整基金の繰入れをしなかったことによるものでございます。繰越金は、
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前年度と同額の１，０００万円、諸収入は、２億７，４８９万５，０００円の計上で、宮崎県口蹄疫復

興対策運用型ファンド事業９，５３３万４，０００円、工場幹線関連事業負担金９，４００万円、高速

自動車国道通過市町村関連公共施設等整備助成金２，１９５万円などにより大幅な増額となりま

した。町債は、４億６，１２７万２，０００円の計上で、臨時財政対策債の減額により、２．１％の減と

なりました。 

 次に歳出について御説明申し上げます。議会費は、９，１１７万２，０００円で、退職年金分が前

年度に対し１，２３１万９，０００円の減額計上となっております。総務費は、１０億７，３６１万１，００

０円の計上で、人件費のほか主なものは、節目の年となります町制施行６０周年記念事業費に５

０万６，０００円、まちづくり交付金事業に１億４，２９２万８，０００円、公園整備事業１億３，０５７万３，

０００円、口蹄疫被害復興支援対策費２，０００万円、宮崎県口蹄疫復興対策運用型ファンド事

業１億５，３００万円、総合行政システムＡＳＰサービス利用委託料３，０５３万円などを計上いたし

ました。民生費は、２０億５，８２０万３，０００円の計上で、主なものは、国民健康保険事業特別会

計繰出金として１億７，１６３万６，０００円、老人ホーム入所措置費に９，５８８万９，０００円、介護

保険費繰出金に１億７，１０３万８，０００円、障害福祉サービス費に１億９，６０９万１，０００円、後

期高齢者医療療養給付費負担金に１億７，５１１万８，０００円を計上し、児童措置費の私立保育

園等委託料に２億４，４５２万６，０００円、子ども手当に３億２，５５０万円を計上いたしました。衛生

費は、５億３４８万６，０００円の計上で、主なものは、妊婦健康診査委託料１，５２３万２，０００円、

予防接種委託料２，５４３万８，０００円、子宮頸がん等ワクチン接種委託料３，４１６万９，０００円、

がん検診委託料２，０４４万１，０００円、生活排水対策費として、合併処理浄化槽設置整備事業

補助金に１，７５５万４，０００円、西都児湯環境整備事務組合負担金１億６，９１４万７，０００円、

川南都農衛生組合負担金５，７７８万９，０００円などでございます。労働費には、緊急雇用創出

事業１，４２６万５，０００円を計上しました。次に農林水産業費は、５億５,５５１万２,０００円の計上

で、主なものは、尾鈴農業公社補助金５８８万円、農業振興費関連資金利子補給事業に１,０７７

万円、川南町園芸特産振興対策事業２００万円、口蹄疫被害復興支援対策費２,０００万円、川

南町優良家畜導入事業補助金５,８６０万園、畜産業費関連利子補給事業１，２８２万６,０００円、

口蹄疫理却地管理支援事業１，３１０万円、基幹水利施設ストックマネジメント事業１，４４２万円、

耕地整備関連事業補助金として９５５万９，０００円、国営造成施設管理体制整備促進事業１，９

２０万２，０００円、宮崎県営尾鈴北第１地区負担金３，７０５万３，０００円、宮崎県営尾鈴北第２地

区負担金５，１２４万円、尾鈴土地改良事業基金３，５００万円、漁業集落排水事業特別会計繰

出金１，５９３万４，０００円、広域水産物供給基盤整備事業負担金に２，２００万円などを計上い

たしました。商工費は、６，２８８万６，０００円の計上で、商工会経営振興費補助金４５０万円、商

工業振興貸付金２，０００万円、温泉施設費１，４３１万４，０００円などでございます。土木費は、４

億３，９７５万４，０００円の計上で、主なものは、道路維持費に７，１７０万９，０００円、工場北線道

路改良工事により増額となる道路新設改良費に２億２７３万６，０００円、東九州自動車道建設工
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事負担金１，４００万円、下水道事業特別会計繰出金７，２４８万５，０００円、住宅管理費に２，７６

６万５，０００円を計上いたしました。消防費には、２億４，５３３万３，０００円の計上で、第２部消防

機庫建替え工事９６０万円、東児湯消防組合負担金１億９，２７８万８，０００円、東日本大震災に

伴い見直しを進めておりますハザードマップの作成業務委託料３１９万８，０００円などが主なもの

でございます。教育費は、４億９，３０８万３，０００円の計上で、主なものは、文化ホールの施設管

理費として４，０３５万円、図書館費に１，６０２万８，０００円、かわみなみ歌声あふれるまちづくり事

業４９９万２，０００円、学校給食調理等業務委託料に３，１１４万円を計上いたしました。災害復旧

費は、事務経費と測量委託料の計上でございます。公債費は、元利償還金として前年度比４．

５％減の７億１，８６５万円、予備費に８００万円を計上いたしました。 

 第２表地方債につきましては、歳出予算に計上しております事業のうち、町債を充てるものにつ

いてその限度額を定めるもので、財政対策債は後年度に交付税措置されるものでございます。 

 次に、議案第１９号は、平成２４年度も医療の高度化、高齢者の増等による医療費の増、また、

口蹄疫による国保税の減収が予想され、大変厳しい状況が見込まれますが、相互扶助の観点

から被保険者の皆様にもそれ相応の御負担は避けられないと予想しています。そういう状況で本

予算は、歳入歳出の総額を２６億１，８４５万円とし、一時借入金の借入限度額を１億２，０００万

円と定めるものです。 

 まず歳入ですが、国民健康保険税６億６，２１５万９，０００円は、口蹄疫の影響を考慮し平成２３

年度の実績見込み額から減額算定した額を、暫定的に見込み計上しています。なお、本算定は

６月に行ないます。国庫支出金７億８，５８８万３，０００円、県支出金１億４，８３０万８，０００円は、

定率により算定し、療養給付費交付金７，１８９万４，０００円、前期高齢者交付金 3 億４，４８５万

円、共同事業交付金3億５，８３１万１，０００円は、平成２３年度実績見込み額により算定いたしま

した。繰入金２億４，１６３万４，０００円の内７，０００万円は、保険税の減収等により見込まれる不

足額を保険準備積立基金から繰り入れるものです。 

 歳出につきましては、保険給付費１７億１，６４５万４，０００円は、平成２３年度実績見込み額に

より推定し、計上いたしました。後期高齢者支援金等３億２，２０３万２，２０３円、介護納付金１億

４，９０７万２，０００円は、社会保険診療報酬支払基金、共同事業拠出金は国保連合会からの算

定額によりそれぞれ計上いたしました。 

 次に、議案第２０号は、歳入歳出の総額をそれぞれ２，５５３万７，０００円と定めるものでござい

ます。予算総額を前年度と比較しますと金額で１６０万６，０００円、率にして７％の増となっており

ます。 

 歳入の内、主なものは、使用料及び手数料９６０万１，０００円、繰入金１，５９３万４，０００円でご

ざいます。歳出の主なものは、漁業集落排水施設整備事業費１，０９５万１，０００円、公債費１，４

４８万６千円の予算計上でございます。 

 次に、議案第２１号は、歳入歳出の総額をそれぞれ１，００５万７，０００円と定めるものでござい
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ます。予算総額を前年度と比較しますと金額で７８万５，０００円、率にして８％の増となっておりま

す。歳入の主なものは、使用料及び手数料３６９万１，０００円、繰入金６３６万２，０００円を計上す

るものでございます。歳出の主なものは、営農飲雑用水施設整備事業費５６６万３，０００円、公債

費４１９万４，０００円を計上するものでございます。 

 次に、議案第２２号は、歳入歳出の総額をそれぞれ１億２，３２１万８，０００円と定めるものでござ

います。予算総額を前年度と比較しますと金額で５３２万４，０００円、率にして４％の減となってお

ります。歳入の主なものは、使用料及び手数料３，８４０万２，０００円、繰入金８，４２６万３，０００

円の計上でございます。歳出の主なものは、下水道事業費５，０６３万２，０００円、公債費７，２４８

万６，０００円の計上でございます。 

 次に、議案第２３号は、歳入歳出それぞれ４４４万６，０００円と定めるものでございます。前年度

予算と比較し、ほぼ同様の予算となっています。歳入の主なものは、繰入金４４４万４，０００円で、

介護保険特別会計からの繰入金であります。歳出の主なものは、介護認定審査会委員報酬２９

０万５，０００円、事務補助賃金１２５万７，０００円でございます。 

 次に、議案第２４号は歳入歳出それぞれ１１億７，８９２万３，０００円と定めるものでございます。

前年度予算と比較しまして、金額で３，２７１万４，０００円、率にして２．７％の減となっています。 

 まず、歳入の主なものですが、保険料１億９，８４０万円、分担金及び負担金８３６万７，０００円、

国庫支出金３億２１万４，０００円、支払基金交付金３億３，３７３万７，０００円、県支出金１億 ６，７

０７万６，０００円、繰入金として一般会計繰入金１億７，１０３万６，０００円を計上しました。 

 次に歳出の主なものは、総務費１，５５８万６，０００円、保険給付費１１億８７８万２，０００円、地

域支援事業費４，２３０万４，０００円、諸支出金８０５万１，０００円を計上しました。 

 次に、議案第２５号は、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１億５，５４７万円と定めるものです。歳

入の主なものは、後期高齢者医療保険料に９，８８８万７,000 円、繰入金に５，６０２万７，０００円

を計上しました。歳出の主なものは、総務費に２０３万１，０００円、後期高齢者広域連合納付会

に１億５，１９３万９，０００円をそれぞれ計上いたしました。 

 次に、議案第２６号は、第２条の業務の予定量として、給水戸数を前年度同数の６，３００戸とい

たしました。また、年間総給水量を平成２３年度実績見込みから、２２２万立方メートルとし、１日

平均給水量を、６，０８２立方メートルとし、経営目標を定めました。第３条の収益的収入及び支

出につきまして、収入の水道事業収益を前年度と比較しますと、１％減の３億５，００２万６，０００

円。支出の水道事業費用は、６％増の３億２，５７７万６，０００円を計上いたしました。第４条の資

本的収入及び支出につきましては、前年度までに、東九州自動車道路建設に伴う、水道配水管

等の移設工事が完了しましたので、収支ともに大幅な減額になっています。資本的収入につい

ては３，０００円。資本的支出は、３４％減の 1 億３，２２９万１，０００千円を計上いたしました。 

 資本的収支予算の不足する１億３２２８万８，０００円は、損益勘定留保資金、繰越利益剰余金

から補てんするものでございます。 
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 以上９議案、詳細につきましてはそれぞれ担当課長に補足を説明させますので、よろしく御審

議の上、御決定いただきますようお願いいたします。 

○議長（山下 壽君）  しばらく休憩します。10 分間休憩します。 

午前 10 時 55 分休憩 

午前 11 時 05 分開会 

○議長（山下 壽君）  会議を再開します。休憩前に引き続き、会議を続行します。補足説明が

あればこれを許します。 

○総務課長(吉田 一二六君)  議案第 18 号の歳入及び総務課・選挙管理委員会に関連する

歳出について、その補足説明を申し上げます。13～14 ページをお願いします。１款１項町民税

は、年尐扶養控除の廃止等により、前年度比 19.7％増、2 項固定資産税は、評価替えに伴い、

6.7％減、３項軽自動車税は、2.0％増で見込み計上をいたしております。15～16 ページをお願

いします。４項町たばこ税は、７．２％減、１億１，６７５万６，０００円を計上しております。２款１項地

方揮発油譲与税から次ページの８款１項地方特例交付金までは、平成２３年度交付税算定数

値を基に見込み計上しております。９款地方交付税は、地方自治体に交付されます総額が前年

度比８１１億円、０．５％の増となっております。本町においては、年尐扶養控除の廃止等により町

民税の増収が見込まれますが、口蹄疫による減収や平成２２年度に創設されました「雇用対策・

地域資源活用推進費」が、平成２５年度まで措置されることから２．８％増の２４億３，５９７万７，０

００円を計上しております。１９～２０ページをお願いします。１０款交通安全対策交付金は、前年

度並みで計上しました。１１款分担金及び負担金から１４款県支出金については、歳出の項目と

関連がありますので、歳出の説明の中で、各所管課長等が説明をいたします。３３～３４ページを

お願いします。１４款３項１目４節選挙費委託金は、宮崎海区漁業調整委員会委員選挙の委託

金を計上しております。３５～３６ページをお願いします。１５款財産収入は、町有地、建物などの

貸付収入や各種基金の利子及び配当金を計上しております。３７～３８ページをお願いします。

１７款２項基金繰入金は、財源調整のため、入づくり交流基金、川南町復興対策基金、川南町

住民生活に光をそそぐ基金、町債管理基金を取り崩し、それぞれ繰り入れをするものです。４１

～４２ページをお願いします。１９款３項１目総務貸付金元利収入は、漁業集落排水事業会計の

起債の償還財源として貸付を行った返戻分を、２衛生貸付金元利収入は、宮崎県環境整備公

社への貸付の返戻分を、３目農林水産業貸付金元利収入の林業対策資金貸付金は、児湯広

域森林組合への貸付の返戻分、４目商工貸付金元利収入は、宮崎銀行及び高鍋信用金庫へ

の貸付金並びに地域総合整備資金貸付金（ホテル竹乃屋分）の返戻分でございます。４３～４４

ページをお願いします。５項４目雑入の主なものは、宮崎県口蹄疫復興対策運用型ファンド事業

９，５３３万４，０００円、がん検診受診者負担金６４２万５，０００円、児湯食鳥が利用しております

工業用水施設の使用料３７８万１，０００円、高連自動車国道通過市町村関運公共施設等整備

助成金２，１９５万円、工場幹線関連事業負担金９，４００万円などを計上しました。４５～４６ペー
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ジをお願いします。町債は、総務債、農林水産業債、土木債をそれぞれの事業の財源として起

債するとともに、後年度に元利償還金が交付税措置される臨時財政対策債を計上しておりま

す。 

 次に、歳出について御説明いたします。１款の議会費から１０款教育費の項目に人件費を計上

しておりますが、全体の説明を１６７ページの給与明細書で御説明いたします。一般職につきまし

ては、退職者が８名で職員数が１５９名（教育長を除く）となり、給与費等が２，４１６万３，０００円の

減額となっております。４７～４８ページをお願いします。２款１項１目一般管理費４億３，７３２万５，

０００円は、次ページの市町村職員共済組合費や５２ページの町村総合事務組合の負担金が主

なものでございます。３目財政管理費８７２万４，０００円は、庁舎内の一般事務費と、新公会計制

度に伴う財務諸表作成関連委託料を計上しました。５３～５４ページをお願いします。５目財産管

理費５，４７２万４，０００円は、庁舎、公用備品等の維持・管理・保守に要する経費を計上し、備

品購入費は普通自動車１台と、平成９年に購入しております町長車の老朽化が激しいため、町

長車の更新を行うものでございます。次ページの町債管理基金は、漁業集落排水事業からの返

戻金の積立分を計上しております。６１～６２ページをお願いします。１１目諸費中２３節償還金利

子及び割引料の２００万円は、国・県の補助金など過年度分の精算返還金を前年度と同額を計

上しております。６９～７０ページをお願いします。２款４項３目漁業調整委員会委員選挙費は、

平成２４年に予定されております漁業調整委員会委員選挙の経費を計上しております。１３３～１

３４ページをお願いします。９款１項１目非常備消防費２億３，５６８万８，０００円は、次ページの第

２部消防機庫建てかえ工事・消防ポンプ購入費、及び東児湯消防組合負担金１億９，２７８万８，

０００円が主なものでございます。１３７～１３８ページをお願いします。３目災害対策費に大規模

津波等を想定したハザードマップの作成委託料、消耗品費で避難所の間仕切りセット、４０人分

の２０セットでございますが、これの購入費用を計上しました。また、４目防災施設費に昨年から稼

働しております全国瞬時警報システムの保守委託料を新たに計上しております。１６５～１６６ペ

ージをお願いします。公債費は、町債の元利償還金で前年度比４．５％の減となっております。

詳細につきましては、１７２ページを御参照していただければと思っております。１３款１項予備費

は、前年度と同額を計上いたしました。以上で、補足説明を終わります。 

○総合政策課長(諸橋 司君)  議案第１８号の総合政策課関連につきまして、その補足説明

を申し上げます。５７、５８ページをお願いいたします。2 款１項６目１３節委託料のうち３３２万５，０

００千円は、まちづくり交付金事業で義務付けられております、事業効果分析調査業務委託料で

ございます。事業最終年度に事後評価を実施して、都市再生整備計画に定めた目標がどの程

度達成されたか等の成果を検証するものでございます。１５節工事請負費の内１億３，０５７万３，

０００円は、高森近隣公園整備工事費を計上しております。１９節負担金補助及び交付金のうち２，

０００万円を住宅リフォーム助成事業補助金（１０分の２上限額２０万円）として計上しております。

宮崎県口蹄疫復興対策運用型ファンド事業の１３節委託料４７０万円は、屋根付き多目的運動
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場工事管理委託料、宿泊研修施設設計監理委託料を計上しております。１５節工事請負費の

内 川南運動公園に建設する屋根付き多目的運動場工事費として１億２，８００万円、東地区運

動公園の宿泊研修施設改修工事に１，７００万円を計上しております。未来につなぐ地域公共交

通ネットワーク創造事業で５３３万１，０００円を計上しております。主なものは、コミュニティバス運

行委託料(１０月～３月分)、オペレーター委託料等ですが、これは、地域公共交通確保維持改

善事業｣の活用を前提として、平成２４年１０月から平成２５年９月までの１年間実証運行を行い、

同年１０月から本格運行を目指すものでございます。５９、６０ページをお願いします。１０目電子

計算費１３節委託料に機器保守委託料５１３万１，０００円、庁舎内インターネットソフトウェア保守

委託料２１６万３，０００円、総合行政システムＡＳＰサービス利用委託料３，０５３万円の予算を計

上いたしております。１０１、１０２ページをお願いします。５款１項１目１３節委託料１，０２５万５，０

００円は、緊急雇用創出事業で取り組む商店街等活性化事業の予算を計上しております。１２３、

１２４ページをお願いいたします。７款１項４目８節 報償費は、川南温泉閉鎖に伴う回数券買戻

しの見込み計上をしております。１５節工事請負費６８０万円は、川南温泉の解体工事と土地整

地工事費を計上しております。以上で、補足説明を終わります。 

○健康福祉課長(佐藤 弘君)  議案第１８号健康福祉課関係につきまして、その補足説明を

申し上げます。７４ページ～７９ページをお願いします。３款１項１目社会福祉総務費は２億５，７６

２万２，０００円で、昨年度比２．６％減であります。主なものは１９節、負担金補助及び交付金２，

１８１万５，０００円の内、社会福祉協議会補助金１，５０５万４，０００円、同３目の老人福祉費は、１

億２，４３９万３千円で昨年度比２．８％の減であります。主なものは１９節、負担金補助及び交付

金１，３０６万８，０００円の内、シルバー人材センターヘの補助金８３０万円であります。 ２０節、扶

助費９，９７２万５千円の内、主なものは老人ホーム入所措置費９，５８８万５，０００円です。８０ペ

ージ～８３ページ４目介護保険は１億７，２１１万７，０００円であり、昨年度比５．２％の減、介護保

険会計への繰出金計上であります。５目、障害福社費２億８，３１３万９，０００円で昨年度比４．

２％の増であります。主なものは、１３節委託料１５２万円の内、障害者相談支援事業委託料１２０

万円、２０節扶助費２億７，４３８万７，０００円の内、障害福祉サービス費１億９，５６１万２，０００円、

特定障害者特別給付費７８１万５，０００円、自立支援医療費１，２６０万円、補装具４９２万円、地

域生活支援事業各種給付費８５６万円、任意事業４，４３６万円であります。８２ページ～８８ペー

ジ３款、２項、１目、児童福祉総務費は２，８６２万３，０００円の計上で昨年度比１．９％の減で、主

なものは、１９節負担金補助及び交付金１，２１０万円の内、延長保育促進事業補助金９７０万６，

０００円、一時預かり事業補助金１０４万円、休日・夜間保育事業補助金１３３万１，０００円であり

ます。２目、児童措置費は５億７，００２万６，０００円で、昨年度比１４．４％の減であります。１３節

委託料２億４，４５２万６，０００円は、私立保育園、町外の保育園に対する委託料であります。 ２

０節扶助費の３億２，５５０万円は、子ども手当で３歳未満４１０人、３歳以上（第１子及び第２子）１，

１００人、３歳以上（第３子以上)３１５人、中学生５２５人分を見込んでいます。３目、保育所費は３
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億９６４万７，０００円で、昨年度比６．７％減であります。主なものは、７節賃金７，３９５万５，０００

円で業務補助賃金の臨時職員３５人分、パート職員４人分、調理業務補助賃金の臨時職員５人

分、６時間パート３人分、４時間パート２人分であります。 １１節需用費３，４５８万円の主なものは

賄材料費の２，５６９万円であります。４目、母子福祉費は３，５２７万７，０００円計上で、昨年度比

１．７％の増であります。主なものは２０節扶助費３，３２４万円で乳幼児医療費２，６６４万円、ひと

り親家庭医療費６６０万円であります。同５目、児童館費は２，４６７万８，０００円で昨年度比１８．

４％の減であります。主なものは７節、賃金７１８万８，０００円で児童館業務補助１名分１５７万８，

０００円と放課後児童クラブ指導員４名分であります。９０ページ～９９ページ４款１項１目、保健衛

生総務費は７，１２０万３，０００円で、昨年度比１４．１％の増であります。主なものは７節賃金２５０

万５，０００円で、業務補助、栄養士、看護師、歯科衛生士の分、８節報償費１５５万１，０００円で、

各種健診の医師謝金が主なものです。1３節委託料１，６６５万５，０００円は、妊婦健康審査委託

料１，５２３万２，０００円、ほか乳児健康審査委託料が含まれます。 １９節負担金補助及び交付

金３６２万５，０００円の主なものは、在宅当番制事業負担金９５万９，０００円、宮崎市夜間急病セ

ンター運営費負担金４６万１，０００円、宮崎市小児診療所運営負担金２１４万９，０００円でありま

す。同２目予防費は６，２９７万４，０００円で、昨年度比１．９％の増であります。主なものは１３節

委託料５，９６１万１，０００円で各種予防接種事業委託２，５４３万８，０００円、子宮頸がん等ワク

チン接種緊急促進事業委託３，４１６万９，０００円が主なものです。３目健康増進事業は２，７５２

万７，０００円で、昨年度比２．４％の減であります。主なものは１３節委託科の２，４０２万円で特定

検診、各種がん検診等に対するものであります。同７目保健センター管理費は１８８万５，０００円

で昨年度比２．４％減であります。以上で、補足説明を終わります。 

○環境対策課長(三角 博志君)  議案第１８号環境対策課関係につきまして、その補足説明

を申し上げます。９７～９８ページをお願いします。４款１項４目１９節負担金補助及び交付金２３４

万１，０００円は、都農川南葬斎センターの負担金で、前年度比１６５万７，０００円減額しました。

これは各年ごとに購入している火葬炉用耐火台車を購入しない年に当たるために減額するもの

です。５目１２節役務費３８１万３，０００円の主なものは、町内河川水等２５箇所の水質検査、口

蹄疫及び鳥インフルエンザ埋却地周辺の井戸１２７箇所の水質検査４回分の手数料を計上しま

した。９９～１００ページをお願いします。２項１目７節賃金３５６万８，０００円は、パート職員１名の

事務補助賃金、坂の上不燃物等中継施設の臨時職員１名の業務補助賃金を計上しました。１１

節需用費４１７万円の主なものは、塵収集車等の燃料費２１９万３，０００円、及び修繕料１５２万

円を計上しました。１２節役務費１８８万９，０００円の主なものは手数料で、不法投棄等処理手数

料及び運搬用コンテナ借上げ料等を計上しました。 １３節委託料３，６１４万８，０００円は、塵芥

収集業務委託料２，４９２万９，０００円、不法投棄巡回監視(環境パトロール)委託料６８万７，０００

円、ごみ袋作成・交付管理委託料１，０５３万２，０００円を計上しました。１５節工事請負費３００万

円は、坂の上不燃物等中継施設のフェンス改修工事で、老朽化し昨年の台風時に壊れたもの
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を改修するものです。１９節負担金補助及び交付金のうち１億６，９１４万７，０００円は、西都児湯

環境整備事務組合負担金で、前年度比２，２１６万９，０００円増額しました。広域化を目指して新

たに建設する斎場分として１，１９２万２，０００円を計上したことが主な要因ですが、そのほかエコ

クリーンプラザみやざき分は７，６７３万２，０００円で、可燃ごみ処理委託料などが増加したことか

ら３３０万円の増額、また、西都児湯クリーンセンター分は８，０９４万３，０００円で、修繕料等の増

加により６９４万７，０００円の増額となりました。２１節貸付金７４７万９，０００円は、宮崎県環境整

備公社にエコクリーンプラザみやざき浸出水調整池補強工事費として無利子で貸付けするもの

です。1０１～１０２ページをお願いします。２項２目１９節負担金補助及び交付金５，７７８万９，００

０円は、川南・都農衛生組合の負担金で、前年度比４２７万３，０００円減額したのは、給与、修繕

料、委託料等の減額によるものです。５款１項１目中、緊急雇用創出事業（河川浄化対策事業

分）は、２３年度に環境浄化剤である「えひめＡＩ」を使った消臭試験等で一定の効果が上がった

ことから、畜産農家に加え耕種農家や一般家庭にも普及して河川の浄化を進めようとするもので

す。７節賃金３０３万２，０００円が主なもので事務補助賃金を計上しました。以上で、補足説明を

終わります。 

○農林水産課長(押川 義光君)  議案第１８号農林水産課関係につきまして、補足説明を申

し上げます。１０５～１０６、１０７～１０８ページをお願いいたします。６款１項３目農業振興費１９節

負担金補助及び交付金１，９１５万４，０００円中、尾鈴農業公社補助金５８８万円は、通常分補

助金３００万円に加え、職員派遣をやめることによる人件費相当分２８８万円を合わせて計上いた

しました。また、農業振興費関連資金利子補給事業は、農業経営基盤強化資金利子補給（スー

パーＬ）８５０万円、新サンシャイン農業推進資金利子補給１２０万円が主なものです。同じく３目

農業振興費１９節負担金補助及び交付金中茶業経営構造改革総合対策事業補助金１５６万７，

０００円は、県奨励品種への改植を実施する農家へ補助するものです。４目農業後継者対策費１

９節負担金補助及び交付金７８万円中、新規就農者支援事業補助金６３万円は、新たな農業の

担い手を確保する対策として実施するものです。５目園芸振興費１９節負担金補助及び交付金

２，３１９万１，０００円中、園芸特産振興対策事業２００万円は、コスト削減、環境配慮型農業資材

導入を行う農家に対し補助するものです。１０９～１１０ページをお願いいたします。同じく園芸施

設導入補助金２，０００万円は、園芸作物機械及びＫＰ並びにカラー鋼管の導入を行う生産者集

団に対し補助するものです。６目畜産業費１３節委託料１，３３０万円中、口蹄疫埋却地管理支

援事業委託料１，３００万円は、口蹄疫で家畜を殺処分し埋却しました土地の管理委託料です。

１９節負担金補助及び交付金８，０９９万３，０００円中、自衛防疫推進協議会補助金１５０万円は、

各農家の防疫意識をより高める事業を実施していくために補助するものです。また、優良家畜導

入事業補助金５，８６０万円は、優良な繁殖用和牛及び優良な肥育素牛導入等を推進するため

に補助するものです。同じく家畜防疫施設設置事業補助金４５０万円は、農場入口に消毒ゲート、

鶏舎に防鳥ネット等を設置する畜産農家に対し補助するものです。また、家畜特定疾病清浄化
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支援対策事業２１０万円は、繁殖和牛農家自らが取り組んでいますＢＬ対策事業に対し補助する

ものです。同じく家畜疾病経営維持資金融通事業利子補給補助金は、口蹄疫発生後、国・県

の利子補給制度を活用し、農家に家畜の導入、飼料代の支払いに充てる資金の融資を行った

金融機関に対し補助するものです。１１７～１１８ページをお願いいたします。６款２項２目林業振

興費１２節役務費５０４万３，０００円は、町有林の森林国営保険料２１６．６３ｈａ分及び国の流域

育成林整備事業に取り組み、町有林の下刈り作業を実施するための費用を計上いたしました。

１９節負担金補助及び交付金５６１万７，０００円は、有害鳥獣被害防止対策事業として、有害鳥

獣駆除補助金８０万円、野生猿補獲班活動支援事業補助金２２万円（補助率１／２）シカ捕獲促

進事業としてシカ１００頭分８８万円（補助率１／２）です。また、森林整備地域活動支援交付金

事業補助金３４３万４，０００円は、作業路網の改良活動を行うために補助するものです。同じく２

１節貸付金２００万円は、林業振興対第資金貸付金として児湯広域森林組合に貸付し、林業の

振興に取り組むものです。１１７～１１８、１１９～１２０ページをお願いいたします。６款３項１目水産

業振興費１９節負担金補助及び交付金６２１万９，０００円中、漁業近代化資金利子補給補助金

４５０万円は、漁船の設備更新等に際し、漁業近代化資金の融資を実行した金融機関に対し補

助するものです。以上で、補足説明を終わります。 

○農村整備課長(横尾 剛君)  議案第１８号につきまして、その補足説明を申し上げます。１１

１～１１６ページにかけて、農村整備課の主なものを説明します。６款１項７目農地費ですが、１１

２ページの１３節委託料１，２８７万１，０００円は、説明欄の中ほどの青鹿ダム・幹線排水路草刈り

の委託料１１０万１，０００円、１１４ページ説明欄の００７国営造成施設管理体制整備促進事業

(操作体制整備型)の委託料１，１４２万円が主なものです。操作体制整備型の事業は、国営事

業が完了する２年前から取り組むことができるもので、尾鈴地区では川南町が申請受託し、尾鈴

地区促進協議会に委託するものです。内容は、管理予定の団体職員の操作技術研修費や備

品購入費等に充て事業効果を図るものです。１１２ページに戻りまして、１５節工事請負費９５０万

円の主なものは、説明欄の下段にあります００４国営造成施設管理体制整備促進事業の工事請

負費８７０万円で予防保全整備改修事業として川南原土地改良区の幹線用水路改修工事を行

うものです。 １９節負担金補助及び交付金３，８７４万１，０００円の主なものは、中段の基幹水利

施設ストックマネジメント事業(高鍋・川南地区)負担金１，４４２万円、これは継続事業です。3 行

下の農地・水・農村環境保全向上活動支援事業負担金３９３万６，０００円は、継続が１１地区、

新規が１地区分です。次の耕地整備関連事業補助金９５５万９，０００円は、これまで実施した農

道整備に要した経費の借人分に対する元利補給金を尾鈴農協に補助するもの、それに下段の

補助金９９８万円は、国営造成施設管理体制整備促進事業として、川南原及び尾鈴北第１の両

土地改良区に管理体制強化支援として補助するものです。次に１１３ページ下段の１１目国営土

地改良事業費ですが、１１６ページで説明します。 １３節委託料４１０万円は、説明欄の下の方

にあります調査設計委託でして、県営事業の通山・坂の上地区を予定しています。 １９節負担
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金補助及び交付金の９，４８３万７，０００円の主なものは、尾鈴地区促進協議会負担金が１１０万

７，０００円、これは前年より２８６万６，０００円減額しております。農地費で説明しました操作体制

整備型の事業導入により、協議会職員が操作技術研修に年間を通し張り付くため、人件費等が

補助対応になり促進協議会の経費が軽減されたためです。次の宮崎県営尾鈴北第１地区負担

金３，７０５万３，０００円、２行下の宮崎県営尾鈴北第２地区負担金５，１２４万円、次の宮崎県営

染ケ岡・鬼ケ久保地区負担金１０２万１，０００円は、それぞれ事業費の１８．３％分です。２行下の

尾鈴北第１土地改良区運営費補助金は、昨年と同額の３７２万円を計上しています。２５節積立

金は、尾鈴土地改良事業基金積立３５０万円です。これで基金積立が完了することになります。 

以上で補足説明を終わります。 

○建設課長(村井 俊文君)  議案第１８号建設課関係につきまして、その補足説明を申し上げ

ます。１１９～１２０ページをお願いします。 ６款３項４目１９節負担金補助及び交付金２，２００万

円は、県が整備を行っています川南漁港の広域水産物供給基盤整備事業に対する負担金(１

／１０)でございます。１２５～１２６ページをお願いします。８款２項１目１３節委託料４００万円は、

道路台帳整備Ｌ＝５、０００メートル分の委託料を計上いたしました。２目１１節需用費４７４万５，０

００円は経常的なもので、このうち主なものは、燃料費、修繕料で管理保全係車両と年間を通し

て支給しております道路愛護作業の燃料費１３２万円、管理保全係車両及び道路施設修繕費３

００万円を計上いたしました。１３節委託料１，０７０万円は、幹線町道の草刈及び町道補修業務

の町道維持管理業務委託料１，０００万円、町道未登記箇所登記測量委託料７０万円を計上い

たしました。次のページをお願いします。１５節工事請負費４，５２５万円は、町道の路側、側溝の

修繕工事１５箇所区画栓、ガードレール等の交通安全施設工事毘沙門・名貫線舗装改修工事 

Ｌ＝５００メートル東唐瀬・新茶屋線道路舗装工事 Ｌ＝１００メートル出水・垂門東線（トロントロン

ドーム入口周辺）道路排水布設工事 ＭＫ側溝５００ Ｌ＝１１８メートル他、市納・椎原線道路舗

装工事 Ｌ＝５５０メートルの工事費を計上いたしました。１６節原材料費２２８万円は、道路愛護

用砕石８００立米分１２０万円と道路維持補修材料費１０８万円を計上いたしました。３目１３節委

託料１，６００万円は、銀座・大内線測量設計業務委託 Ｌ＝２５０メートル中里・野田原線測量設

計業務委託 Ｌ＝４８０メートル、鬼ケ久保・十文字線測量設計業務委託 Ｌ＝５００メートルの委

託料を計上いたしました。１５節工事請負費１億６，４００万円は、工場北線道路改良工事（農協

果汁南側の工場幹線道路廃止に伴う付替え替え工事） Ｌ＝２８０メートル中里・野田原線道路

改良工事 Ｌ＝２６０メートル鬼ケ久保・十文字線道路改良工事 Ｌ＝２８０メートルの工事費を計

上いたしました。次のページをお願いします。１７節公有財産購入費４００万円は、平鈴・南通山

線と工場北線道路改良工事に伴う用地買収費を計上いたしました。１９節負担金補助及び交付

金２００万円は、道路改良工事に伴う水道管布設替費を計上いたしました。２２節補償補てん及

び賠償金３００万円は、平鈴・南通山線の立木、電柱移転と工場北線の電柱移転の補償費を計

上いたしました。４目１９節負担金補助及び交付金１，４０４万６，０００円のうち１，４００万円は、東
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九州自動車道建設に伴い高速道路と町道上小池・大内線との立体交差部の跨道橋に設置す

る歩道の負担金を計上いたしました。１３３～１３４ページをお願いします。４項１目１１節需用費１，

２４５万１，０００円のうち主なものは、修繕料で町営住宅維持管理修繕料１，２００万円を計上い

たしました。１３節委託料３０３万４，０００円のうち主なものは、合併浄化槽未設置町営住宅の汚

泥汲み取りに伴う産業廃棄物処理手数料１０７万１，０００円、町営住宅の入居者を強制退去さ

せる法的手続きを取るために弁護士委託料５２万５，０００円を計上いたしました。１５節工事請負

費６００万円は、白坂住宅部分手摺塗装工事・南中須住宅瓦葺き替え工事 １棟 Ａ＝２５２平米、

番野地住宅外壁塗装工事 １棟 Ａ＝９００平米の工事費を計上いたしました。１９節負担金補

助及び交付金１０２万２，０００円のうち１００万円は、平成２４年度から木造住宅耐震改修工事を

行った住宅所有者に補助する木造住宅耐震化リフォーム支援事業補助金で２棟予定していま

す。２２節補償補てん及び賠償金４０万円は、桜が丘住宅２に入居しておられる方の移転助成金

でございます。 

○教育総務課長(吉田 喜久吉君)  議案第１８号教育総務課及び学校給食共同調理場関係

について、その補足説明を申し上げます。１３９～１４２ページをお願いします。１０款１項２目事務

局費１節報酬の３００万円は外国招致青年（英語の指導助手）の１年分の報酬であります。同じく

７節賃金の１，３５１万６，０００円のうち主なものは、各小学校に配置する特別支援介助員８名分

の賃金であります。 １９節負担金補助及び交付金の７９７万１，０００円のうち主なものは、１４２ペ

ージ上段にあります細目２幼稚園就園奨励費６９７万４，０００円で幼稚園教育の振興に資するた

め、実績に基づき見込み計上分であります。次に、２項１目学校管理費１５節工事請負費４９０万

円のうち主なものは、１４４ページ上段にあります山本小学校高架水槽改修工事費であります。

次に２目教育振興費１４節使用料及び賃借料は中段にあります、各小学校に配置していますパ

ソコンの賃借料３５６万４，０００円が主なものでございます。同じく２０節扶助費５４６万６，０００円

は要保護、準要保護の児童生徒の就学支援を行うもので、実績に基づき見込み計上分でござ

います。３目保健体育費１節報酬３６０万２，０００円は小学校の学校医・薬剤師にかかる報酬で

ございます。１４８ページをお願いします。３項２目教育振興費１４節使用料及び賃借料は，両中

学校に配置しているパソコンの賃借料３９６万円が主なものでございます。同じく２０節扶助費４６

０万７，０００円は要保護，準要保護の児童生徒の就学支援をおこなうもので，実績に基づき見込

み計上分でございます。次に１６１～１６４ページをお願いします。 １０款５項３目学校給食費１３

節委託料３，３００万円のうち主なものは学校給食調理等業務委託料３，１１４万円でございます。

同じく１８節備品購入費８５０万円は給食配送車の更新と食器消毒保管機の購入費でございま

す。以上で，補足説明を終わります。 

○生涯学習課長(橋本 正夫君)  議案第１８号生涯学習課関係につきまして，その補足説明

を申し上げます。１４７～１４８ページをお願いいたします。１０款４項１目社会教育総務費８節報

償費８２２万４，０００円の主なものは，生涯学習講座等における講師謝金１１９万円と放課後子ど
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もプラン事業のコーディネーター・アドバイザー等への報償費４８４万９，０００円でございます。２

目公民館費１８節備品購入費６０万円はＡＥＤ購入２台分でございます。１９節負担金補助及び

交付金１，６２１万３，０００円は、分館育成交付金８３８万８，０００円と分館活動交付金６８０万円

が主なものでございます。３目文化施設費中施設管理費４，０３５万円の主なものは、文化ホー

ル・図書館の光熱水費１，０９２万円、各施設の保守管理等に委託料をあわせて１，７６３万１，００

０円を計上しています。同じく図書館費１，６０２万８，０００円の主なものは事務補助４名分として５

０２万５，０００円、図書館システム賃借料として２３９万３，０００円、図書購入の３００万円でござい

ます。同じく文化ホール自主事業費として小学校の芸術鑑賞会及び自主事業委託料として２５５

万円を計上しています。次にかわみなみ歌声あふれるまちづくり事業４９９万２，０００円の主なも

のは、合唱指導、コンサートの企画・公演等の委託料４６９万６，０００円でございます。１５７ペー

ジ４目文化財保護費６５４万９，０００円の主なものは、川南湿原、川南古墳群、宗麟原供養塔管

理等委託料２０９万８，０００円でございます。５項１目保健体育総務費の５５９万８，０００円は，４

年に１度の町民ふれあいスポーツ大会報償費１５６万８，０００円とスポーツ振興団体補助金あわ

せて１０５万円が主なものでございます。次に２目保健体育施設費２，１８８万４，０００円中委託料

９２２万８，０００円の主なものは、運動公園、農村公園、海浜公園、東運動公園管理委託料の８６

２万６，０００円でございます。以上で補足説明を終わります。 

○町民課長(黒木 秀一君)  議案第１９号につきまして、その補足説明をいたします。９～１２ペ

ージをお願いします。まず歳入の主なものからですが、１款１項の国民健康保険税は前年度比

で４，１７６万６，０００円増額になっていますが、これは前年度が口跡疫被害による保険税の減免

を想定していたためで、実績見込み(６億９，８１５万７，０００円）と比較しますと、３，８８３万１，０００

円減額になります。これは、ロ跡疫による所得の減が見込まれるために暫定的に計上しました。

なお、本算定は６月に行います。４款１項１目療養給付費等負担金５億６，４１３万２，０００円は、

一般被保険者分の療養給付費、後期高齢者支援金及び介護納付金分について定率により算

定し見込み計上しました。２目高額医療費共同事業負担金１，３８７万７，０００円は、高額医療費

拠出金から算定し見込み計上いたしました。１３～１４ページをお願いします。４項２款１目１節普

通調整交付金２億５００万円は、一般被保険者の療養諸費、高額療養費、介護納付金を基に算

定し見込み計上しました。５款１項１目療養給付費交付金７１，８９万４，０００円は、退職被保険

者等の療養諸費及び高額療養費を基に算定し見込み計上いたしました。６款１項１目前期高齢

者交付金３億４，４８５万円は、６５歳以上７５歳未満を対象に見込み計上いたしました。１５～１６

ページをお願いします。７款１項１目高額医療費共同事業負担金１，３８７万７，０００円は、高額

医療費拠出金から算定し見込み計上いたしました。同款２項２目都道府県調整交付金１億３，１

７５万８，０００円は、２３年度の実績見込み額を計上しました。８款１項１目高額医療費共同事業

交付金５，５５０万９，０００円、２目保険財政共同安定化事業交付金３億２８０万２，０００円は、国

保連合会算定見込みにより計上しました。１７～１８ページをお願いします。１０款１項１目１節保
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険基盤安定繰入金は、２３年度本算定時からの伸び率により見込み計上しました。２節その他繰

入金５，１２３万２，０００円は、出産育児一時金と財政安定化支援分を見込みにより計上いたしま

した。同款２項１目保険準備積立基金繰入金７，０００万円は、保険税の減収、保険給付費の増

による不足分を補てんするためのものです。なお、基金の残額は１億９１０万５，０００円となりま

す。 

 次に歳出ですが、主なものからですが、２５～２６ページをお願いします。２款１項１目一般被保

険者及び２目の退職者被保険者等の療養給付費、３目一般披保険者療養費、２７～２８ページ

をお願いします。４目退職被保険者等療養費、５目審査支払手数料、同款２項高額療養費等に

ついては、それぞれ前年度実績により見込み計上いたしました。３１～３２ページをお願いします。

３款１項１目後期高齢者支援等については、社会保険診療支払基金の算定通知により計上しま

した。３３～３４ページをお願いします。６款１項１目介護納付金についても社会保険診療報酬支

払基金からの算定通知、７款１項共同事業拠出金については、国保連合会からの算定通知によ

り計上しました。以上で補足説明を終わります。 

○上下水道課長(新倉 好雄君)  議案第２６号につきまして、その補足説明を申し上げます。

予算書３ページから４ページをお願いいたします。収益的収入及び支出と資本的収入及び支出

の実施計画でございます。詳細につきましては１４ページ以降でご説明いたします。５ページをお

願いします。この資金計画書は、収支を健全な状態に保ちながら事業運営を行なうための計画

書であります。平成２３年度決算見込み額と、平成２４年度予定額を記載しています。９ページを

お願いします。この損益計算書は、平成２４年３月末までの公営企業経営成績を表したもので、

平成２３年度末の純利益３，５５７万２，０００円を見込んでいます。１０ページをお願いします。 １３

ページまでは、平成２３年度、２４年度の予定貸借対照表であります。それぞれ、各年度末にお

ける全ての資産と負債及び資本を表しているものであります。参考資料１４ページをお願いしま

す。収益的収入の明細書であります。収入を前年度と比較しますと、金額で３６７万９，０００円、

率にして１％の減となります。１５ページをお願いします。 １７ページまでは、収益的支出の明細

書であります。前年度と比較しますと、金額で１，７３５万８，０００円、率にして６％の増となります。

１８ページをお願いします。資本的収入及び支出の明細書です。収入では、東九州自動車道路

建設に伴う水道用配水管布設替工事が平成２３年度に完了したため、出資金及び各負担金、

合計３，０００円の計上であります。支出では、老朽配水管及び電気計装設備の更新事業費や

企業績償還金として１億３，２２９万１，０００円を計上していますが、東九州自動車道路建設に伴

う水道用配水管布設替工事が平成２３年度に完了したため、前年度と比較しますと、金額にして

６，８４２万６，０００円、率にして３４％の減となります。以上で、補足説明を終わります。 

○議長(山下 壽君)  以上で提案理由の説明並びに補足説明を終わります。 

 日程第３１ 陳情第 ２号 「住民の安全・安心を支える公務・公共サービスの体制・機能の充 

                  実を求める陳情書」 
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を議題とします。議会事務局長より朗読させます。 

○議会事務局長(永友 尚登君)  それでは、陳情書を朗読させていただきます。 

 

                             ２０１２年２月１６日 

川南町議会議長 山下 壽 様 

                       宮崎市大和町１３４－２ 

                       （ＴＥＬ０９８５－２８－５０９１） 

                       宮崎県国家公務員労働組合共闘会議 

                               議長 工藤哲三 

 

  住民の安全・安心を支える公務・公共サービスの体制・機能の充実を求める陳情書 

 

【陳情趣旨】 

 昨年は東日本大震災や台風などにより、全国各地で大きな被害が発生しました。そう

した中、公務労働者は国・地方を分かたず、復旧・復興に向けて全力でとりくんでいま

す。国の機関ではこれらの活動にあたり、全ての地方出先機関が本省と一体となって役

割を発揮しています。仮に国の出先機関の廃止や地方移譲が行われていたなら、迅速な

復旧などのとりくみは極めて困難であったと考えられます。そうした復旧・復興の活動

は報道でも取り上げられ、公務・公共サービスの重要性や「構造改革」路線の問題点が

指摘されるとともに、国民のいのちを守り安全・安心を確保するためには、国と地方の

共同による責任と役割の発揮が不可欠なことが改めて明らかになりました。 

 しかし、政府は「地域主権改革」や「独立行政法人の抜本的な見直し」を声高に主張

し、国が定めている施設設置などの最低基準を緩和・廃止して地方自治体に委ねるとと

もに、公共サービスでの企業利益の追求を促進する「地域主権改革」一括法（第１次、

第２次）を、昨年４月と８月に相次いで成立させました。１１月には「義務付け・枠付

けの更なる見直しについて」が閣議決定され、今通常国会に法案を提出するとされてい

る。また、一昨年１２月に閣議決定した「アクション・プラン」や「独立行政法人の事 

務・事業の見直しの基本方針」にもとづき、今通常国会に国の出先機関の原則廃止や独

立行政法人の削減のための法案を提出するとしています。さらには、大震災からの復興

を機に、財界自らが「究極の構造改革」と称する道州制導入や広域合併を推進しようと

しています。 

 さまざまな政府統計が示すとおり、国民の所得と消費は下がり続け、就業･営業や就学

の困難が増し、格差と貧困が広がり続けています。また、東海地震や束南海・南海地震

の発生が確実視され、東北地方太平洋沖地震の発生により地震活動の活発化も指摘され
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ており、生活への不安は増すばかりとなっています。こうしたなかで国に求められるこ

とは、地方自治体と共同し国民・住民の生命を守り安全・安心を確保する責任と役割を

発揮することです。 

 出先機関の原則廃止をはじめとする「地域主権改革」や「独立行政法人の抜本的な見

直し」は、地域において国が果たすべき責任と役割をあいまいにするもので、政府の使

命に反するとともに憲法第２５条の完全保障を求める国民的要求にも背くものです。 

 つきましては、以下の項目について、国に対して要請していただくようお願いいたし

ます。 

 

                     記 

 

【陳情項目】 

１． 憲法第２５条の完全保障を実現するため、国と地方の共同を強めるとともに、公 

  務･公共サービスの体制・機能の充実をはかってください。 

２． 国の出先機関を原則廃止する「アクション・プラン」や独立行政法人の事務・事 

  業の見直しの基本方針」を見直し、防災対策など住民の安全・安心を確保するため 

  に必要な、国の出先機関や独立行政法人の体制・機能の充実をはかってください。 

３ 行政サービスの低下を招く国の出先機関廃止、地方移譲は行わないでください。 

 

 以上であります。 

○議長（山下 壽君）  本陳情の取り扱いについては、調査の必要もあるかと思いますので、

常道に従い、総務常任委員会に付託します。 

 以上で、本日の日程は全部終了しました。本日は、これで散会します。皆さん、お疲れさまでし

た。 

 

午後０時１４分閉会 

 

 


